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 特別企画：「チャイナリスク」関連の倒産動向調査 

 

 
 
 

 

はじめに＞＞ 

4 月 30 日、中国子会社において多額の売掛債権の回収難が発生したことで、東証１部上場の江

守グループホールディングス（株）（5 月に上場廃止）が東京地裁へ民事再生法の適用を申請。そ

の後も、（株）ＬＩＸＩＬグループ（東証１部）の中国子会社が不正会計処理の発覚で破産するな

ど、大手企業におけるチャイナリスクの表面化が続いているが、今後は、中国経済減速の影響が

中小企業にも及ぶことが懸念されている。 
帝国データバンクは、中国関連事業を手がけていた企業（※）の中で、以下 6 項目の中国固有

のリスクが要因となって 2014 年以降に倒産した企業（法的整理のみ）について分析した。 
中国関連事業を手がける企業の倒産動向発表としては、2015 年 9 月 8 日に次いで 2 回目。 

※ 中国に子会社・工場や合弁会社を置いていた企業または中国企業と直接取引をしていた企業 

 
中国固有の６要因 

① 中国国内における人件費高騰、為替変動などコスト負担増による採算悪化  
② 中国の子会社（工場）、中国の取引先企業の業績悪化や同社からの売掛金回収難、取引条件

変更、取引トラブル 
③ 中国政府からの工場移転命令、現地従業員によるストライキ 
④ 品質問題（食品偽装・衛生問題、製品の欠陥） 
⑤ 反日感情の高まりに伴う日本製品の不買行動、日本企業との取引縮小 
⑥ 景気減速に伴う中国国内への販売減少 

 

調査結果（要旨） 

1. 2014 年から 2015 年 9 月に中国固有のリスク（＝チャイナリスク）が要因となって倒産した企

業は 111 社。2014 年の年間件数（52 件）を上回り、前年同期比では 1.5 倍のペースで推移 

2. 要因別では、現地従業員の賃金上昇や為替変動に伴う「コスト増」（59 件、構成比 53.2％）

が過半数を占め、「中国取引先の業績悪化」（19 件、同 17.1％）が続いた 

3.  業種別では、「卸売業」が 65 件（構成比 58.6％）が最多。このうち 35 件が繊維・衣服・繊維

製品の卸売業となり、「製造業」（31 件、構成比 27.9％）が続いた  

チャイナリスク倒産、昨年の 1.5 倍で推移 

～ アパレルなどの卸売業を直撃 ～ 
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年別件数

期　間 件数

2014年（1月～12月） 52

2015年（1月～9月） 59

年度半期別件数推移

期　間 件数

2014年度上半期
（2014年4月～9月）

30

2014年度下半期
（2014年10月～15年3月）

31

2015年度上半期
（2015年4月～9月）

41

 

１．件数推移  2015 年は 9 月までに 59 件、昨年の 1.5 倍で推移 

  
2014 年から 2015 年 9 月の間に中国固有のリスク（＝チャ

イナリスク）が要因となって倒産した企業は 111 件となり、

2015 年は 9 月までに 59 件発生。2014 年の年間件数（52 件）

を上回り、前年同期（2014 年 1 月～9 月＝39 件）比では、

1.5 倍となっている。 
 また、年度半期ごとの推移を見ても、2014 年度上半期（30
件）以降、2014 年度下半期（31 件）、2015 年度上半期（41
件）と増加傾向にある。 
 
 2014 年以降の月次の累計推移は下記グラフの通り。 

 

 

チャイナリスクが要因となった倒産の累計件数推移　（2014年1月～2015年9月）
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チャイナリスクが要因となった倒産の件数推移　（2014年1月～2015年9月の月別）
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要　因 件数 構成比

①コスト増 59 53.2%

②中国取引先の業績悪化 19 17.1%

③中国政府・労使問題 1 0.9%

④品質問題 15 13.5%

⑤反日問題 9 8.1%

⑥中国国内への販売減少 8 7.2%

合　計 111 100.0%

業　種 件数 構成比

卸売業 65 58.6%

製造業 31 27.9%

サービス業 6 5.4%

運輸・通信業 4 3.6%

小売業 3 2.7%

建設業 1 0.9%

その他 1 0.9%

合　計 111 100.0%

２．要因別  人件費高騰、為替変動などの“コスト増”によるものが過半数 

 
 要因別にみると、現地従業員の賃金上

昇や為替変動に伴う「コスト増」によるも

のが 59 件（構成比 53.2％）で過半数を占

め、以下、現地子会社・工場や中国の取引

先企業の業績悪化などによる「中国取引先

の業績悪化」（19 件、同 17.1％）、食品偽

装、製品の欠陥などの「品質問題」（15 件、

同 13.5％）と続いた。今後は、景気減速

に伴い中国国内への販売減少による倒産が増加する可能性がある。 
 
 
３．業種別  「卸売業」が最多、繊維関連が打撃受ける 

  
業種別にみると「卸売業」が 65 件（構成比 58.6％）

で最多となり、そのうち 35 件が繊維・衣服・繊維

製品の卸売業となった。製造業（31 件、同 27.9％）

がそれに続き、同２業種で 96 社（構成比 86.5％）

を占めた。 
なお、今年６月に発表した「中国進出企業の実態

調査」（５頁参照）によると、進出が最も多かった

業種は「製造業」（5693 社、構成比 42.9％）であっ

たが、「チャイナリスク倒産」においては卸売業の

半数以下にとどまっている。 
 

まとめ＞＞ 

2015 年に入りチャイナリスク倒産はさらに増加し、アパレルを中心とした中小の卸売業者や製

造業者の脅威となっていることが今回の調査で判明した。中国製造業の景況感を示す製造業購買

担当者景気指数（ＰＭＩ）をみると、9 月は 49.8（50 が好不況の節目）となっており、中国国内

の経済低迷脱却には時間を要するとみられる。 
また、中小企業における中国の現地法人・工場や取引先に対する債権や取引状況については、

情報開示姿勢の問題もあり、第三者が実態を把握することが難しい現状がある。このほか、今後

の中国経済によっては、短期間のうちに保有する中国向け債権が劣化する可能性もあり、各企業

に潜在化しているチャイナリスクを見極めた動向注視が必要だ。 
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近時の主なチャイナリスク倒産事例 

 

 コスト負担増による倒産  

 

■ 岩﨑（株）（東京都台東区、ベルト・皮革小物製造販売） 
海外大手ジーンズメーカーとライセンス契約を結び、アジア圏を中心とした同社の海外子会社

向けで販売を拡大。現地子会社が運営する中国やベトナムの工場でも生産を開始したものの、

リーマン・ショック後の円高による海外得意先の減少、さらに中国国内における人件費高騰と

人員定着率の悪化、外資企業に対する圧力から同国内での販売が思うようにいかず、現地工場

の資金繰りが大きく悪化。2015 年 4 月に東京地裁へ民事再生法の適用を申請した。負債は約

17 億 800 万円。 
 

■ 加藤工芸（株）（愛知県名古屋市、陶芸品・樹脂製品卸） 

実用品からギフト商品まで幅広く手がけ、ライセンス契約を締結してナショナルブランドの人

気キャラクター商品も扱い、大手玩具メーカーやノベルティー販売業者向けに納入していた。

中国での生産を開始したものの、人件費の高騰のほか、経費削減ができずに利益確保できず、

2015 年 7 月に名古屋地裁より破産手続き開始決定を受けた。負債は約 10 億 4700 万円。 
 
■ 長谷川化工（株）（静岡県静岡市、婦人靴製造） 

中国に生産拠点を設けたものの、円安や工賃の値上がりから採算確保が難しくなったほか、納

期の遅れや不良品が生じるなどして違約金の支払い義務も発生。2015 年 6 月に静岡地裁より

破産手続き開始決定を受けた。負債は約 4 億 8300 万円。 
 
 
 中国政府による工場移転命令等の影響による倒産  

 

■ イズミ電子（株）（大阪市、電機器具加工） 

主要顧客である企業の業務を担っていた中国の工場に公安が入ったことで操業停止状態となり、

出荷が全てストップ、取引が停止された。金融機関へのリスケ要請や工場売却などのリストラ

を進め、経営改善を図ったものの限界となり、2015 年 6 月に大阪地裁より破産手続き開始決定

を受けた。負債は約 13 億 4600 万円。 
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※６月８日発表「第３回：中国進出企業の実態調査」より 

製造業
42.9%

卸売業
33.7%
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11.9%

その他

11.5%

1万3256社

業種別

10,778
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10月調査
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9月調査
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6月調査

中国進出企業数の推移

【 問い合わせ先 】 

（株）帝国データバンク 東京支社情報部 阿部・池亀・伊佐 

 TEL 03-5919-9341  FAX 03-5919-9348 

E-mail: kazuki.ikegame@mail.tdb.co.jp 

 品質問題による倒産  

 

■ （有）サンフーズ（福岡市、タケノコ水煮卸） 

中国産冷凍餃子の事件を受け、取引先のスーパーや小売店で全ての中国製商品を撤退する事態

となり、資金繰りが悪化。2014 年 12 月に福岡地裁より破産手続き開始決定を受けた。負債は

約 5300 万円。 
 
 
 

〈参考〉中国進出企業の実態（2015 年 6 月調査） 

○ 中国進出企業は 1 万 3256 社。前回調査（2012 年 9 月）比で    
1138 社減少している 

○ 業種別では「製造業」（5693 社、構成比 42.9％）が最多。     
一方、アパレル業者の撤退が相次いだ「卸売業」（前回比   
▲11.7％）やソフト受託開発などの「サービス業」（同   
▲15.7％）は、前回調査から大きく減少 

○ 年売上高 1 億円未満（529 社）が前回調査から大きく減少 
（前回比▲44.8％）した一方、同 100 億円以上の大企業 
（2959 社）は増加（同＋17.7％） 

○ 中国進出企業の 2013 年度増収企業の割合は 59.1％で、 
非進出企業の増収割合（52.0％）を上回った 
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